
 

 

愛知教育大学附属高等学校 いじめ防止基本方針 

令和８年５月 改正 

① いじめの定義 

   「いじめ」とは、児童生徒に対して、一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理

的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象

となった児童生徒が心身の苦痛を感じているものをいう。 

  

② いじめの防止について基本的な考え方 

     いじめは集団内の一定の人間関係を背景に特定の生徒を攻撃する人権侵害の行為であり、いじめ

られた生徒の心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為である。これにより、どの生徒でも被害者

にも加害者にもなりうるという事実を踏まえ、本校職員は、日頃からささいな兆候を見逃さないよ

うに努め、被害による苦しみを一人で抱え込んでしまわないよう、学校全体で組織的に指導に当た

らなければならない。 

   何より学校は、生徒が教職員や周囲の友人と信頼できる関係の中で、安全・安心に生活できる場

であることが大切である。生徒一人ひとりが大切にされているという実感をもつとともに、互いに

認め合える人間関係をつくり、集団の一員としての自覚と自信を身に付けることができるクラスづ

くり・学年づくり・学校づくりに取り組むこととする。また、実体験の乏しい生徒が、さまざまな

体験活動を通して多様な他者と交わり、人間的に成長できる取組の充実を図る。 

  

③ いじめ防止対策組織について 

   いじめのささいな兆候や懸念、生徒からの訴えを、特定の教員が抱え込むことのないよう、組織

として対応するために、「いじめ・不登校対策委員会」を設定する。 

ア「いじめ・不登校対策委員会」について 

（ア） 委員会のメンバー 

     校長、教頭、主幹教諭、教務主任、生徒指導主事、保健主事、教育相談担当、学年主任、   

     養護教諭、該当担任、該当部活動顧問、スクールカウンセラー（助言的専門家） 

（イ） 指導・支援チーム 

委員会が、事案に応じて、適切な教員等をメンバーとする指導・支援チームを決定し、実際

の対応を行わせる。いじめの防止、早期発見、早期対応に当たっては、事案によって関係の

深い教職員を追加したり、ネットいじめなどでは、インターネット環境に詳しい教員を加え

たりするなど、適切なメンバーで対応できるよう柔軟にチームを組んで対応する。 
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事案によってメンバーを柔軟に変え、必要に応じて非常勤外部専門家と連携をとる。また、「いじめに対

する措置」としては生徒指導委員会と、また「定期的な情報交換の場」として教育相談委員会とも並行

する。 

イ「いじめ・不登校対策委員会」の役割や機能等 

（ア） 取組の検証（PDCAサイクル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全体の検証および次年度への改善策の一環として、当該年度の活動状況を年度末の学校評議員会（2

月）にて報告する。 

（イ） 教職員の共通理解と意識啓発 

   ・年度初めの職員会議で「いじめ防止基本方針」の周知と確認を行い、併せて「いじめ防止年 

 間計画」を決定する。 

・「いじめ・不登校対策委員会」で検討した内容を職員会議等で報告し、共通理解を図る。 

P いじめ防止の年間計画の策定（職員会議後、法人へ報告） 

D 取り組みの実施 

C 「取組評価アンケート」を「学校評価（中間評価）」の中で実施する（9月、1月） 

A 「取組評価アンケート」「学校評価（中間評価）」の結果の検証（9月、1月） 

教頭 

保健主事 

養護教諭 

部活動顧問 

生徒指導主事 

「いじめ・不登校対策委員会」 

インターネットに詳しい教員 

校長 

教務主任 

学年主任 

担任 

教育相談担当 

スクールカウンセラー 

（助言的外部専門家） 

主幹教諭 



 

 

・現職研修で、年 1回以上「いじめ・不登校」等をテーマとした講話やケーススタディ等校内研

修を実施する。 

（ウ） 生徒や保護者、地域に対する情報発信と意識啓発、意見聴取 

「学校いじめ防止基本方針」については、学校要覧及び学校のホームページに掲載する。また、

「自己評価」「学校関係者評価」の結果についても、学校要覧に掲載する。 

（エ） 重大事態への対応 

重大事態が生じた場合は、速やかに国立大学法人愛知教育大学に報告し、設置者である法人が調

査の主体となり、事案に応じて法人が選定する適切な外部の専門家（弁護士）を加え、文部科学

省「いじめ重大事態調査の基本的な対応チェックリスト」に基づいて対応する。また、事案の特

性やいじめられた生徒又は保護者の意向などを踏まえ、法人の判断により学校が調査の主体と

なる場合は、「いじめ・不登校対策委員会」が法人、外部の専門家と連携しながら、同チェック

リストに基づいて対応する。 

  

 ④ いじめ防止等に関する具体的な取組について 

 ア いじめの未然防止の取組 

（ア） 設置者である国立大学法人愛知教育大学および本校対策委員会に基づく外部専門家（スクー

ルカウンセラー・弁護士）の助言の下、現職研修を充実させ、全ての教職員がいじめに対す

る共通理解をもち、適切に対応できる力を養う。 

（イ） 教育活動全体を通して、道徳教育・人権教育の充実、体験活動の推進を図る。 

（ウ） 公開授業を積極的に行い、授業改善を進め、分かりやすい授業づくりに努める。 

（エ） 体罰はもとより教職員の言動がいじめを助長することのないよう、指導の在り方に細心の注

意を払う。 

イ いじめの早期発見の取組 

（ア） 教職員は、生徒のささいな兆候から、いじめを積極的に認知するように努める。 

（イ） いじめを認知またはいじめの疑いがある場合には、速やかに生徒指導主事に報告し、組織的

に対応する。 

（ウ） 定期的な「学校生活に関する調査」（年３回）の実施や教育相談の充実を図る。 

ウ いじめに対する措置 

（ア） いじめの発見の通報を受けたら「いじめ・不登校対策委員会」で組織的に対応する。 

（イ） 学校は、被害生徒を守り通すという姿勢で対応する。 

（ウ） 加害生徒には教育的配慮のもと、毅然とした姿勢で指導や支援を行う。 

（エ） 教職員の共通理解、保護者の協力、スクールカウンセラーや警察署等、専門家や関係機関等

との連携のもとで取り組む。 

（オ） いじめが起きた集団への働きかけを行い、いじめを見過ごさない、生み出さない集団づくり

を行う。 

（カ） ネット上のいじめへの対応については、必要に応じて警察署や法務局等とも連携をして行う。

また、日頃から情報モラル教育への充実を図る。 

 



 

 

表１ いじめ防止等の具体的な取組 

 

 学校の方針 学校としての取組 保護者・外部との連携 

未 然 防

止 

ア 現職研修を充実させ、全

ての教職員がいじめに対

する共通理解をもち、適切

に対応できる力を養う。 

イ 教育活動を通して、道徳

教育・人権教育の充実、体

験活動の推進を図る。 

ウ 公開授業を積極的に行

い、授業改善を進め、分か

りやすい授業づくりに努

める。 

エ 体罰はもとより教職員

の言動がいじめを助長す

ることのないよう、指導の

在り方に細心の注意を払

う。 

○学校行事や部活動、ボラン

ティア活動など体験活動

の充実【生徒指導部】 

○授業改善の成果として高

校教育シンポジウムの場

にて公開授業を設定（11

月）【教務部・研究部・教科

会】 

○「学校生活に関する調査」

（年 3回）の実施【生徒指

導部・学年会】 

○個人面談の実施（年 3 回

…4月、9月、1月）【各学

年会】 

○健康調査の実施【保健部】 

○人権週間での取組（人権講

話等）【生徒指導部・学年会】 

○情報モラル教育→12・3月

に講話【生徒指導部・教科

会】 

○保護者・地域への公開授業

の実施年２回(5・10月) 

○保護者・地域への探究活動

の発表公開 (10月) 

○学校評議員への学校行事・

授業の公開 (10･2月) 

○総合地域探究（10～2月） 

早 期 発

見 

ア 教職員は、生徒のささい

な兆候から、いじめを積極

的に認知するように努め

る。 

イ いじめを認知またはい

じめの疑いがある場合は、

速やかに「いじめ・不登校

対策委員会」に報告をし、

組織的に対応する。 

ウ 定期的な「学校生活に関

する調査」（年３回）の実施

や教育相談の充実を図る。 

○教育相談活動の周知（「相

談だより」の発行）【生徒指

導部・保健部】 

○「学校生活に関する調査」

（年 3回）の実施【生徒指

導部・学年会】 

○個人面談の実施（年 3回…

4月、9月、1月）【各学年

会】 

〇教育相談委員会（週 1回）

の実施【校長・教頭・主幹

教諭・保健主事・学年主任・

教務主任・生徒指導主事・

養護教諭・スクールカウン

セラー】 

○三者面談の実施（年 2 回

…7月､12月）【各学年会・

校務部】 

〇教育相談委員会（週 1回）

へスクールカウンセラー

の参加 



 

 

い じ め

に 対 す

る措置 

ア いじめの発見・通報を受

けたら「いじめ・不登校対

策委員会」で組織的に対応

する。 

イ 被害生徒を守り通すと

いう姿勢で対応する。 

ウ 加害生徒には教育的配

慮のもと、毅然とした姿勢

で指導や支援を行う。 

エ 教職員の共通理解、保護

者の協力、スクールカウン

セラーや警察署等、専門家

や関係機関等との連携の

もとで取り組む。 

オ いじめが起きた集団へ

のはたらきかけを行い、い

じめを見過ごさない、生み

出さない集団づくりを行

う。 

カ ネット上のいじめへの

対応については、必要に応

じて警察署や法務局等と

も連携して行う。また、日

頃から情報モラル教育の

充実を図る。 

○いじめ事案に対して組織

的に対応（②のイ（エ）「い

じめに対する措置（いじめ

事案への対応）」参照）【「い

じめ･不登校対策委員会」・

生徒指導部・保健部】 

○生徒指導委員会にて加害

生徒に対する指導措置お

よび周囲の生徒に対する

ケアを審議【「生徒指導委

員会」・生徒指導部】 

 

点検・検

証・見直

し 

 ○学校評価の評価項目とし、

「中間評価」（9月）及び「自

己評価」（2月）を行い、「い

じめ・不登校対策委員会」

でその結果を検証する。 

○学校評議員会（2月実施）

で「自己評価」の評価を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【表 2】いじめ防止年間計画 

 未然防止の取組 早期発見の取組 「いじめ・不登校

対策委員会」の動

き 

保護者・外部との 

連携 

４月 ○健康調査の実施【全学年】○保 

○教育相談活動（スクールカウ

ンセラー）の周知【全学年】○生

○保 

○個人面談の実施【全学年】○生

○進 

○人間関係づくり【全学年】○学 

〇教育相談委員会

○学 

 ○生○保 

 〇スクールカウン

セラーとの情報交

換 

５月    ○公開授業 

（各教科） 

６月     

７月 ○夏季休業中の過ごし方【全学

年】○生 

○｢学校生活に関

する調査｣の実施

【全学年】○生○学 

 ○保護者会の実施 

【校務部】 

８月     

９月 ○個人面談の実施【全学年】○学

○進 

○公開行事「碧海野祭」の実施

【全学年】○教○生○学 

○健康調査の実施

【保健部】 

○現職研修（講話） 

○全教職員対象の

「取組評価アンケ

ート」の実施→検

証 

○中間評価→検証 

○学校行事公開 

 (碧海野祭) 

10月    〇総合地域探究 

〇探究活動発表公

開 

11月 ○公開授業の実施【全学年】○教

○科○研 

  ○公開授業・シン

ポジウム（各教科） 

12月 ○人権講話【全学年】○生 

○情報モラル講話【全学年】○生 

○冬季休業中の過ごし方【全学

年】○生 

○｢学校生活に関

する調査｣の実施

【全学年】○生○学 

 ○保護者会の実施 

【校務部】 

1月 ○個人面談の実施【全学年】○学

○進 

   ○全教職員対象の

「取組評価アンケ

ート」の実施→検

証 

 

 



 

 

 学校の方針 学校としての取組 保護者・地域

との連携 
 

未

然

防

止 

ア 現職研修を充実さ

せ、全ての教職 員がい

じめに対する共通理解を

もち、 適切に対応でき

る力を養う。イ 教育活

動全体を通して、道徳教

育・ 人権教育の充実、

体験活動の推進を 図

る。ウ 公開授業を積極

的に行い、授業改 善を

進め、分かりやすい授業

づくり に努める。工体

罰はもとより教職員の言

動がい じめを助長する

ことのないよう、指 導

の在り方に細心の注意を

払う。 

○学校行事や部活動、ボ

ランティア活 動など体

験活動の充実【生徒指導

部】ＯＬＴの時間に道徳

教育指導参考資料 「明

日を拓く」等を活用した

取組の実 施（年３回）

【教務部・学年会】○授

業改善の成果として高佼

教育シン ボジウムの場

にて公開授業を設定（11 

月）【教務部・研究部・教

科会】Ｏ「学校生活に関

する調査」（年３回） の

実施【生徒指導部・学年

会】○個人面談の実施

（年３回…４月、９月、 

１月）【各学年会】○附高

健康調布の実施【保健

部】○人権週間での取組

（人権講話等）【生 徒指

導部・学年会】○情報モ

ラル教育→４・７・９・

１・３ 月に講話【生徒

指導部・教科会】 

○保護者・地

域への公 開

授業の実施年

１回 (Ｈ月)

○保護者・地

域への学 校

行事公開 

(９・２月)○

学校評議員へ

の学校 行

事・授業の公

開 (６・９･

１１･２月)○

生徒・教職員

と協同 した

ボランティア

活 動等の実

施 (毎月第４

土曜日) 地域

資源回収等 

 

早

期

発

見 

ア 教職員は、生徒のさ

さいな兆候か ら、いじ

めを積極的に認知するよ

う に努める。イ いじ

めを認知またはいじめの

疑い がある場合は、速

やかに「いじめ・ 不登

校対策委員会」に報告を

し、組 織的に対応す

る。ウ 定期的な「いじ

め・嫌がらせアン ゲー

ト調査」（年３回）の実施

や教育 相談の充実を図

る。 

○教育相談活動の周知

（「相談だより」 の発行

‥･毎月１同）【生徒指導

部・保 健部】○「学校

生活に関する調査」（年３

回） の実施【生徒指導

部・学年会】○個人面談

の実施（年３回…４月、

９月、 １月）【各学年会

IO三者面談の実施（年２

回…7月､12月） 【各学

年会・校務部】 

 

 

い

じ

め

に

対

す

る

措

置 

ア いじめの発見・通報

を受けたら「い じめ・

不登校対策委員会」で組

織的 に対応する。イ 

被害生徒を守り通すとい

う姿勢で 対応する。ウ 

加害生徒には教育的配慮

のもと、 毅然とした姿

勢で指導や支援を行う。

工教職員の共通理解、保

護者の協力、 スクール

カウンセラーや警察署

等、 専門家や関係機関

等との連携のもと で取

り組む。オいじめが起き

た集団へのはたらき か

けを行い、いじめを見過

ごさない、 生み出さな

い集団づくりを行う。カ 

ネツトヒのいじめへの対

応につい ては、必要に

応じて警察署や法務局 

等とも連携して行う。ま

た、日頃か ら情報モラ

ル教育の充実を図る。 

○いじめ事案に対して組

織的に対応（② のイ

（ェ）「いじめに対する措

置（い じめ事案への対

応）」参照）【「いじめ･ 

不登校対策委員会」・生徒

指導部・保 健部】○生

徒指導委員会にて加害生

徒に対す る指導措置お

よび周囲の生徒に対す 

るケアを審議【「生徒指導

委員会」・ 生徒指導部】 

 

 

点

検･

検

証･

見

直

し 

 

○全教職員対象の「取組

評価アンケート」の実施

（９月、１月）→その

後、 「いじめ・不登校

対策委員会）」を開 催

し、アンケート結果や取

組の実施 状況、進捗状

況を検証する。→職員 

会議で報告をする。○学

校評価の評価項目とし、

「中間評価」 （９月）

及び「自己評価」（２月）

を行い、 「いじめ・不

登校対策委員会」でその 

結果を検証する。 

○学校関係者

評価委員 会

（２月実施）

で「自 己評

価」の評価を

行 う。 

 

 

2月    ○学校評議員会で

「自己評価」の評

価を行う。 

3月 ○情報モラル講話【新入生オリ

エンテーション】○生 

○｢学校生活に関

する調査｣の実施

【全学年】 ○生○学 

○学校評議員会の

結果を検証し、「い

じめ防止基本方

針」を見直す。 

 

 


